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Fumiyo Katayama1, Taketoshi Okita1 and Seishi Kudo1  : How to get people to understand the 

significance of a “no smoking” premises.−Analysis of the reasons for the impression of no smoking 

on the premises based on a questionnaire in 2016 −

Abstract : The Health Promotion Act was revised in July 2018 with the aim of preventing unwanted second-hand 
smoke. It has since become standard that smoking is not permitted on university campuses. The purpose of this study 
was to clarify what is important to people with various values when accepting and implementing a smoking ban on the 
premises. We clarified the reasons for people to judge whether smoking ban on the premises is good or bad, and the 
challenges of implementation.
　 The survey was conducted by an anonymous questionnaire method in 2016 at T. National University, which has had 
smoking bans on the entire site since October 2011. The analysis used five-level impression evaluations, descriptions of 
reasons regarding smoking bans on the premises, smoking history, and personal attributes. For the reason description, 
1,414 pieces of analytical data were generated by coding and categorizing, and this was analyzed quantitatively (frequency 
of appearance) and by content.
　 As a result, it is shown that the smoking experience affected the quality of the overall impression of a smoking 
ban on the premises. In addition, it is found that the university had not been able to deal with the problems that could 
occur because of these bans, as there were insufficient explanations and procedures before the implementation and a 
lack of support for smokers. The purpose of a smoking ban on the premises is not only to prevent passive smoking, but 
also to be considered as one of the methods to prevent the health damage caused by cigarettes. Although it may take 
time to establish this ban, it is important to proceed with careful consideration regarding the understanding around its 
implementation.
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Ⅰ　背景と目的

　WHO（2019）は，「タバコの流行は， 世界がこれまでに直面
した最大の公衆衛生上の脅威の1つであり，世界中で年間800
万人以上が死亡している」と報告している． 中川・中山（2011）
によれば，タバコの煙の化合物は4,000種類以上あり，このうち
200種類以上が有害物質，50種類以上が発がん物質である．
また，タバコの煙には，喫煙者が喫煙する主流煙と燃焼部位か
ら立ち上がる副流煙があり，成分は大きく変わらないが，発が
ん物質は副流煙に多く含まれるとされている．このようにタバコ
の煙の影響は， 喫煙者のみならず周囲の人にも健康被害をも
たらすため，喫煙に関する社会的な対策，なかでも受動喫煙に
対する対策が必須である．
　受動喫煙防止は， 法律としては健康増進法（2002年制定，
2003年施行）の中で初めて示され，改正健康増進法が2018年
7月に成立した．この改正の趣旨には，「望まない受動喫煙の
防止を図るため， 多数の者が利用する施設等の区分に応じ，
当該施設等の一定の場所を除き喫煙を禁止するとともに， 当
該施設等の管理について権限を有する者が講ずべき措置等に
ついて定める」と記されている（厚生労働省, 2018）． 施行スケ
ジュールは段階を追って進められ， 全面施行は準備等の関係
で2020年4月であるが，学校等については，2019年7月１日より
敷地内が原則禁煙となった．しかし，一定の条件のもとで喫煙
施設を設置することが可能であるとされており，敷地内“全面”
禁煙が一朝一夕に実現できるものではないことが見て取れる．
　これまで， 大学における敷地内全面禁煙に向けたハードル
は高く， 多くの大学で実現されてこなかった． 検討の段階で
は，非喫煙者数が喫煙者と比べても圧倒的に多く，受動喫煙
を望まないということに加え，大学には未成年も在学しており，
喫煙開始のきっかけを作らない環境づくりなど，敷地内全面禁
煙が望まれている． 一方で， 反対者からは「喫煙者の喫煙す
る権利」「嗜好の自由」「喫煙は依存なのでやめることは難し
い」「分煙すればいい」（東京都福祉保健局, 2017；朝日新聞
2017.11.4朝刊など）といった意見があり，この議論は平行線の
ままである．
　法律が改正されたため，現在は喫煙施設の設置の有無に焦
点が移行しているが，喫煙施設を作るためには費用，場所な
どの問題がある．それらを特に議論せずに敷地内全面禁煙を
推し進めたとしても，非喫煙者からすれば大きな問題にはなら
ない．しかしながら，様 な々価値観を持つ人々が，学習・研究
活動を気持ちよく，快適に進めるためには，「敷地内全面禁煙」
を一定の理解の上で認め，少しでも多くの人が「良い」といった
認識を持ってもらえることが，必要であると思われる．すなわち

「敷地内全面禁煙」を押し付けられた「ルール」としてではなく，
望ましい「文化」とすることで，これを継続することができ，将来
の私たちの生活や健康にも大きな意味をもたらすと思われる．
　敷地内全面禁煙は，非喫煙者が賛成であり，喫煙者が反対
であるといった傾向があるものの， 非喫煙者が敷地内全面禁

煙に疑問を呈していたり， 喫煙者が敷地内全面禁煙を認めて
いたりするケースもある（東京都福祉保健局, 2017）． 喫煙者
であるにも関わらず「良い」と考えている意見の中に， 望ましい
文化としての敷地内全面禁煙を進めるヒントが見つけられるの
ではないかと思われる．また，非喫煙者が良いとは言い切るこ
とができないとする意見からは， 実際に敷地内全面禁煙を実
施した後の問題を明らかにすることができ，今後，敷地内全面
禁煙を進めようとする場合のヒントになると思われる．
　本研究は， 敷地内全面禁煙を実施し4年余が経過した時点
での国立大学法人T大学における調査（工藤ほか, 2017；片山
ほか, 2018）のうち，敷地内全面禁煙に対する全体的な印象と
その自由記述による理由と全面禁煙実施方法に対する課題に
ついて検討し， 大学での敷地内全面禁煙に対して多くの人が

「良い」と感じてもらうためにはどのようなことが重要かを明ら
かにすることを目的とした． 
　なお，以下，文中では，「敷地内禁煙」と「敷地内全面禁煙」
とを区別するために後者を「全面禁煙」として表記する．「敷地
内禁煙」と「敷地内全面禁煙」の違いは表１のとおりである．

表１　語句の説明
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Ⅱ　方　　法

1.　調査方法
　調査は，2016年1月に，2011年10月より敷地内全面禁煙を実
施しているT大学の工学系に属する学生及び教職員7,099人を
対象とし，無記名の自記式質問紙を用いて行った． 調査用紙
は，工学系安全衛生委員会のメンバーの協力を得て，配布，回
収を行った． 回収された調査用紙は2,033部である（回収率
28.1％）．
　調査の内容は，大きく分類すると，全面禁煙に関する認識，
個人の喫煙歴と習慣， 個人の健康状態， 喫煙の健康への影
響の認識， 受動喫煙関連の知識と行動， 個人属性によって
構成されている． 調査用紙には， 調査協力は任意であること
を明記した．なお，本調査は，国立大学法人T大学大学院工
学研究科・人を対象とする倫理審査委員会の承認（受付番号：
15A-7）を得て行った．

2.　分析に用いた調査項目
　本研究では，質問の中から，全面禁煙に関する認識の中の

「全面禁煙に関する印象」に関する回答とその理由，および喫
煙歴，個人属性に関する回答を分析した．
　「全面禁煙に関する印象」は，「キャンパス内が全面禁煙であ
ることについて，あなたはどのような印象をお持ちですか」との
問いに対して，「非常に良いと思う」「まあ良いと思う」「どちら
とも言えない」「あまり良いと思わない」「全く良いと思わない」
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の5段階で回答してもらった．さらに，「どうしてそう思いますか．
具体的な理由があればお書きください」とその理由を自由記述
によって任意で求めた．
　喫煙歴は，現在の喫煙状況について質問し，喫煙経験のな
い「非喫煙者」，過去に喫煙していたが現在は止めている「禁煙
者」，毎日吸わないが時々吸う「喫煙者」，ほとんど毎日喫煙する

「習慣的喫煙者」に分類した． 個人属性は，性別（男，女），所
属（学生または教職員）である．

3.　分析対象
　回収された調査用紙2,033部のうち，未記入の多い39件，全
面禁煙に対する印象評価と喫煙歴についての質問について記
入のない18件を除いた1,976部を今回の分析対象とした．この
うち， 全面禁煙に対する印象評価に関する理由が記入されて
いた質問紙は1,071部（回答率54.2％）であった．

4． 自由記述に関する分析手順
4.1　質的内容分析の手法を応用し， 記述内容をその出現数
から数量的に捉えて傾向を確認した．なお，全面禁煙に関する
印象と喫煙歴からその理由とする傾向を捉えた．
4.2　全面禁煙を実施する上での課題について， 記述内容か
ら捉え，方向性を検討した．

5． 自由記述（理由）の分析データ化の方法
5.1 データ化1：セグメント
　サンプリング単位のテキストデータを記録単位に分ける作業
は，記述されたテキストを意味内容から区切り，一つのデータ
には一つの意味内容を示すように分割した．もし，ひとつのテキ
ストに複数の意味内容が含まれている時には，それぞれの単一
の意味次元とするように分割した．
5.2 データ化2：データの加工とコード化
　分析は，内容分析の手法を参考に，言い換え，抽象化，一
般化などによって分析データを修正しながら，コーディング，カテ
ゴリー化を行った．
　まず， 重要と思われる語句を抽出した．これらは，タバコ，
喫煙，タバコの煙，タバコの臭い，副流煙，受動喫煙，禁煙，
喫煙者，非喫煙者，禁煙者といった「タバコ」に関連する語句，
キャンパス，路上，建物などの「場所」を示す語句，悪い，嫌い，
困る，大変といったネガティブな感情や認識，および良い，嬉
しいといったポジティブな感情や認識である「感情・認識」，さ
らに，避ける，などの「行動」を示す語句である．
　次に，これらの語句を含む（今回の分析にとって）内容のあ
る部分を統一した言葉に修正するために， 類似する単語， 複
合語を類義語にまとめ，代表語句に置き換えた． 例えば，「喫
煙場所」「喫煙ルーム」「喫煙コーナー」「喫煙室」「喫煙スペース」
は「喫煙スペース」に，形容詞等についても，「人目につきにくい」

「建物の陰になっている」「隠れた」などは，「隠れた」とした．
この作業ののち，分析データに暫定的にラベル付け（オープン・

敷地内全面禁煙の理解を得るためには

コーディング）をした．コーディングでは，研究者の解釈を排除
するため，できるだけ重要な語句またはその抽象語を用いるよ
うにした．
5.3 データ化3：カテゴリー化
　この時点で，もとの記述にもどり，記述が2つの内容が記され
ていると思われる場合でも，その内容が関連性をもつ場合，例
えば，「路上で喫煙するので近隣のひとに迷惑をかける」場合
には，ひとつのデータとして取り扱った．その結果，ひとりのコメ
ントから，１つ～複数の分析データが生成され，最終的に1,071
人の回答から1.414件の分析データを得た．
　最後に，この作業で繰り返し浮かび上がってきたテーマにつ
いてどのようなカテゴリーができるかを考え，ラベルを精査し，
修正をした． 最後に，再度，データを見直しながら，似たよう
な特徴を持つ概念のグループに分け， 小カテゴリーとしてまと
め，さらに大きな群にカテゴリー化した（表2）．

Ⅲ　結　　果

1.　全回答者と理由記述者の割合の比較
　本研究における調査に回答した全員（全回答者）と印象を評
価した理由を記入した者（理由記述者）の全面禁煙の印象に
対する回答および属性の概要を，表3 ～表7に示した． 理由を
分析する前に， 全回答者と理由記述者の回答の割合を比較し
た． 分析は，無回答者を除き，全回答者の各回答の割合をも
とに，理由記述者の人数に対する期待値を算出し，観測値と
の適合度の検定を行った．その結果，全面禁煙の印象（5段階）
については，「どちらとも言えない」「あまり良いと思わない」「全
く良いと思わない」と印象が良くないと捉えている人が理由を
多く記載し（x2=76.451, df=4, p< .001），在籍期間については，

「全面禁煙前からの在籍」者がその理由を多く記載しているこ
とが示された（x2=5.38, df=1, p< .05）. 性別 （x2= .756, df=1, 
n.s.），所属（x2= 2.194, df=1, n.s.），喫煙歴（x2= 4.935, df=3, 
n.s.）に関しては，回答割合に有意差は見られなかった．
　これにより，全面禁煙を良いとしない者と全面禁煙前からの
在籍者が理由をより多く記述していることが分かったが，これ
は自然なことであり，これによって理由記述を分析することの
重要性が低下するものではない．むしろ，良いと思わない者や
全面禁煙実施前後の状況を見ている者の方が，現在の全面禁
煙のやり方を改善するためのヒントを明確に言語化している可
能性があり，より有益な情報を得られると期待できるので， 理
由の分析を進めることにした．

2.　理由記述者の全面禁煙の印象と喫煙歴の関係
　全面禁煙に対する印象と喫煙歴の関係を図１に示した． 印
象と喫煙歴の関連をみたところ，Spearmanの順位相関係数で
はrs = .360, p< .01と，非喫煙者は全面禁煙を良い，習慣的喫
煙者は全面禁煙を良くないという傾向を示していたが，全面禁
煙は良くないとする非喫煙者や，全面禁煙を良いとする喫煙経
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験者が少数ながらいることも確認された．

3.　全面禁煙に対する印象別の理由の傾向
　全体として理由として示された内容は，「喫煙の現状」「喫
煙やタバコに対する認識」「喫煙行動に対する認識」「全面喫
煙実施に対する評価」「全面禁煙実施による良い影響」「全面
禁煙による悪い影響」「全面禁煙に関連する認識」「現状に対
する改善の認識」に分けられた（表8）．
　印象別に見ると， 全面禁煙が「非常に良いと思う」と回答し
た人は， 自分は吸わない者が多く，タバコや喫煙に対する嫌
悪感と健康への懸念など喫煙による周囲への影響を強く感じ
ており，全面禁煙の効果も嫌悪感を感じなくて済む，環境に良
い，健康が守られるといった理由を挙げていた．これらの理由
は，この群に多く，「まあ良いと思う」と回答した群でいくらか見
られるものの，それ以外の群の理由としてはほとんど記載され
ていなかった．「まあ良いと思う」と回答したものの中で一番多
かったのが禁煙者の増加や喫煙者の減少などの「喫煙行動の
減少（10件）」であった．
　「非常に良いと思う」以外の群は，全面禁煙による効果の認
識は低く，隠れて吸う，大学を出た公道で吸うなど，「様 な々場
所での喫煙の増加」「喫煙による問題」が多く指摘されていた．

4.　全面禁煙実施に関連する認識
　全面禁煙実施に関連する認識に関しては，T大学で実施さ
れた全面禁煙によって生じた現象や個人の評価ではなく， 全
面禁煙実施そのものに影響を及ぼしていると思われる認識をま

とめた． 小カテゴリーとして，【喫煙者の喫煙する権利】【喫
煙者への配慮】【実施の必要性に関する認識】の3つが挙げら
れていた．
　【喫煙者の喫煙する権利】については，「非常に良いと思う」
以外の群で「喫煙する権利がある」「合法である」と回答してい
た（表9-1）．【喫煙者への配慮】についての記述は，「まあ良い
と思う」の群で最も多くみられた（表9-1）． 内容として「喫煙者
が気の毒」「喫煙者が困る」「喫煙者が大変」「喫煙者にスト
レスがかかる」といった内容であったため，喫煙者がこのような
意見を持っているのかを喫煙歴から確認した（表9-2）．その結
果， 喫煙者自身が大変であるといった状況を説明したものも
あったが，それ以上に非喫煙者が相手の状況を推察し， 擁護
するような形で意見を述べていた．
　【実施の必要性に関する認識】については， 全面禁煙を良い
と考えていることが前提となるため，「非常に良いと思う」「ま
あ良いと思う」の2群が理由を記述していた（表10）．「社会的に
主流である（10件）」「大学ではタバコは不要である（8件）」「非
喫煙者・外部への配慮のため（6件）」「喫煙者の禁煙の機会／
喫煙のきっかけの減少（4件）」と続き， 喫煙行動に直接関連し
た問題提起だけでなく，社会的な視点が理由として示されてい
た．

5.　全面禁煙実施による悪い影響
　全面禁煙実施による悪い影響としては，「隠れて」「大学周
辺」などでの【様 な々場所での喫煙の増加】と，それに伴う【喫煙
による問題の増加】，その他，喫煙者の喫煙のための外出によ

敷地内全面禁煙の理解を得るためには
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表9-2　喫煙者の喫煙する権利と喫煙者への配慮に関する記述件数（喫煙歴別）
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表11　全面禁煙実施による悪い影響のうち喫煙による問題の増加に関する記述件数
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る【業務への支障】と【来客者への対応の苦慮】が記載されてい
た．このうち，【喫煙による問題の増加】は，大学周辺での喫煙
によって大学が対外的に「悪い印象」を与えると感じ，「吸い殻
のポイ捨て／ゴミの増加」「受動喫煙」，「火事の危険」といっ
た内容であった（表11）．

6. 　全面禁煙を実施する上での課題
　今回の実施に対して課題として示された記述を抜き出した

（表12）． 最も多かったのが「取り締まりが甘い」「罰則がなけ
れば守らない」などの【強制力がないので守られていない】で
あった． 次に多かったのが，【「キャンパス内」の定義（範囲）
が曖昧である】と，「キャンパス内に煙は無くなったがキャンパ
ス外へ押しやられただけである．キャンパス外に出たら喫煙
しても良いのか？近隣住民への配慮は？服や体に付いた臭嫌
化学物質は？」といったコメントで示されるような【全面禁煙に
伴って発生した問題が解決していない】であった．
　そのほか，「（3次喫煙の影響が）科学的に証明されていない」
という【研究者特有の問題意識】，「全面禁煙により知的生産
性が落ちている」「喫煙スペースは人の交流の場であるのでな
くす理由はない」などといった【喫煙にも良い部分がある】とす
る記述， 一方的に進められたといったような，【全面禁煙の目
的や利点がわからない】，【大学の世間へのアピールにしか見
えない】，【実施手続きの問題】，【実施方法に関する周知不足】
といった全面禁煙実施の意義や方法などの説明不足と思われ
るような内容が示された．また，「喫煙者にとっては『禁煙を促
される要因』というよりも『キャンパスからの喫煙者排斥』という
印象が強い」といった【喫煙者の禁煙を促す方向に向かってい
ない】といった非喫煙者への配慮だけでなく， 喫煙者へ向け
た取り組みの課題について示されていた．

Ⅳ　考　　察

1. 　全面禁煙の印象と喫煙歴および理由の関係から
　まず，喫煙歴と印象の関係であるが，図1のように，非喫煙
者は全面禁煙を良いとし，習慣的喫煙者は全面禁煙を良くない
とする傾向があった． 非喫煙者や禁煙者はタバコの煙がない
生活が普通であり，そのような環境である全面禁煙を望ましい
と考え，喫煙者は全面禁煙が喫煙習慣の変更を強いられるた
め望ましくないと評価するのは当然のことであろう．これまで
の調査でも， 公共施設の敷地内や公園を禁煙とすることにつ
いて，禁煙者や非喫煙者は9割近くの人が「賛成である」として
いる（流山市健康福祉部健康増進課, 2010）． 受動喫煙防止
対策のために施設に対する法的な規制を行うことについても，
非喫煙者の約75%， 喫煙者の約30％が賛成している（東京都
福祉保健局, 2017）．
　このように，喫煙行動に対する評価は，その人の喫煙行動と
大きく関連しているが，喫煙者の中にも「全面禁煙が良い」と考
える者もいる（図1）．その理由は「大学は未成年が多いから」「喫

敷地内全面禁煙の理解を得るためには

煙者の健康が守られる」といった社会的視点での思考や，自分
が喫煙することとは別に「クリーンな環境」を好むといった自然
な欲求からきていた．
　非喫煙者でも「全面禁煙は良くない」とするものもいる（図1）．
これは，後に示す，全面禁煙をすることそのものに対する弊害
の認識が主たる要因であると思われる．さらに， 大竹（2014）
が非喫煙者においても喫煙に対する興味の程度や行動の準備
性に対する段階があり，現在喫煙はしていないがきっかけがあ
れば喫煙する可能性があることを指摘しているように，喫煙そ
のものに対する興味や容認の程度の差による影響もあるので
はないかと推察される．
　全面禁煙実施に対する良い影響や悪い影響に関する理由
の記述には， 実施後の実際の状況をみて「様々な場所での喫
煙の増加」を目にしたために「非常に良いと思う」とは思わなく
なったと見られるケースがある． 一方で， 全面禁煙を望んで
いた人や全面禁煙の効果を期待していた人が， 実施を継続し
てほしいとの願いもあり，現状の良い部分を理由として挙げて
おり，全面禁煙を望んでいない人や，元 「々あまり良くない」と
思っていた人が問題点に目がいってそれを理由としていると見
られるケースもある． 感情は意思決定メカニズムに不可欠な
役割を果たしていることがわかっており， 大平（2014）は選択
肢の価値が不確実な場合には感情的意思決定が行われると
述べている．もともとの喫煙やタバコに対する感情が意思決定
につながり，その感情を合理化するために「良い理由」「良くな
い理由」を探して示しているのかもしれない．

2. 　全面禁煙実施に関連する認識
　全面禁煙実施に関連する認識のうち，【喫煙者の喫煙する
権利】【喫煙者への配慮】については，非喫煙者が喫煙を容認
する意見， 喫煙者の置かれている状況に共感的な態度などが
見られた．このことについては，社会的依存の可能性を指摘す
ることができるだろう．ニコチン依存については， 身体的依存
や心理的依存がよく知られているが，最近では，社会的依存と
いった概念が示されるようになった． 社会的依存は2003年に
加濃が提唱した概念であるが，「喫煙の悪影響を否定し，喫煙
を文化的および社会的行動として合理化， 正当化する」心理
状態と定義され，また，この概念では，非喫煙者，前喫煙者，
さらに子供達にまで及ぼす影響を包括するとしている（Yoshi 
et al., 2006）． 教職員を対象とした調査で，非喫煙・前喫煙者
でタバコを容認する傾向が高い者は， 受動喫煙による健康被
害を過小評価し，防止策を過大評価する傾向があり（谷口ほか, 
2010），喫煙している医師は自らの喫煙行動の正当性を確保し
ようとし，喫煙リスクの否定や過小評価を行い，健康専門家と
しての正しい情報提供ができない（日本循環器学会, 2011）と
報告されている．この社会的ニコチン依存が回答の結果に影響
している一因とも考えられる．
　次に，【実施の必要性に関する認識】であるが，WHOと国際
オリンピック委員会（IOC）は2010年に，「身体活動を含む健康
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的な生活習慣の選択，すべての人々のためのスポーツ，タバコ
のないオリンピックおよび子どもの肥満の予防を共同で推進す
る」ための健康改善に向けた合意書を交わした（WHO, 2010）．
国際社会の動向は，たばこのない社会である．こういった社会
的な動きや関心，非喫煙者の増加が，全面禁煙を良いものか
ら当然なものとして考える理由となっていると考えられる．

3.全面禁煙を実施する上での課題
　全面禁煙は健康を守るために必要なことではあるが， 喫煙
をする人がいるのであれば，制度として考えるだけではなく，ど
のように進めることが喫煙者にも，非喫煙者にも望ましいのか，
全面禁煙による問題（表10）と全面禁煙を実施する上での課題

（表11）についての記述から考える．
　まず， 実施する上での課題の中に，【全面禁煙に伴って発生
した問題が解決していない】は，全面禁煙による悪い影響のう
ち【喫煙による問題の増加】につながる．この問題は，【様々な
場所での喫煙】から派生しており，敷地内では，隠れて，または
敷地外では大学周辺の道路や公園，森などでの喫煙行動によ
るものであった． 隠れての喫煙は， 個人の部屋や建物の影な
どである． 敷地外の喫煙は，敷地外であれば規則を破ってい
ない，喫煙をしても良いという考えが根底にあるが，実際には，
森などで喫煙すれば山火事の危険につながり， 周辺道路やバ
ス停などで喫煙すれば周辺住民の受動喫煙問題や，吸殻のポ
イ捨てによる環境悪化が生じる．これらの問題は， 施設の場
所などによっても異なるが， 周辺住民への迷惑や大学の対外
的な印象の悪化につながっている．これらは，喫煙という行為
に目が向いているのではなく，ルールを破ることに視点がある
行為と考えられる．このような行動は，どのような施設でも全面
禁煙をする際に直面する問題であり，事前に対応を考えた上で
全面禁煙を実施する必要がある．
　次に，【強制力がないので守られていない】【「キャンパス内」
の定義（範囲）が曖昧である】【全面禁煙の目的や利点がわか
らない】【大学の世間へのアピールにしか見えない】【実施手
続きの問題】【実施方法に関する周知不足】【研究者特有の問
題意識】はすべて，実施の前の説明不足や手続き不足であると
考えられる．例えば，その中の意見として，「（3次喫煙の影響は）
科学的に証明されていないのに」といったものがあった． 現代
科学の根底には，「要素還元主義」という考え方がある．これ
は，物事を要素に分解して因果関係を見出し，それらを総合す
ることにより世界を理解しようという考え方である．そのような
考え方でトレーニングされてきた多くの科学者には， 因果関係
が細部まで明確になっていなければ科学としては説得力が無
いという感覚がある．ここでの問題は，全面禁煙を推進する側
が，こういった考えを認識した上での，丁寧な説明をしていると
は言い切れないところである．3次喫煙の影響に関しては， 要
素還元主義に立った場合には， 因果関係が証明されていると
は言えない． 状況証拠の段階であっても警鐘を鳴らす意味が
あるということを， 説得力を持って説明できるかどうかが， 全

面禁煙を推進する側の課題であろう．
　秦ほか（2006）は， 院内全面禁煙を行うのに約4年半をかけ
ており，その間にアンケート調査，禁煙外来の実施，啓発運動
などを複数回にわたって行っている． 開始してから6年後に喫
煙者が職員も患者も減少していると報告している． 手続きを
明確にし，いかに理解をしてもらうのかが重要である．すなわ
ち，ここで大事なのは，「科学的に証明されているのだから」と
いったスタンスで， 喫煙者にただ喫煙しないようにというので
はなく，禁煙できるような援助や取り組みを並行しておこなう．
理想としては，タバコを吸わない活動の一環として敷地内禁煙
が求められることであると考える．
　今回，自由記述に焦点をあてて分析したが，筆者の経験の
中から言えば，アンケート用紙における自由記述の記入割合は
低い傾向にある．しかしながら， 今回の調査では約54％の協
力者がその理由を記入していた．このことは，調査テーマにつ
いて， 関心が高いものがアンケートに協力したということはあ
るものの，それでも非常に関心が高いテーマであることを示し
ている．これは，全面禁煙がタバコ（喫煙）そのものに対する感
情的問題，受動喫煙による健康問題，日常生活行動の一つで
ある喫煙行動の禁止など非常に身近な問題であるということ
である．
　受動喫煙に対する意識は社会の動きと共に変化するも
のである．2010年7月にWHO と国 際オリンピック委員会

（International Olympic Committee: IOC）が，共同で健康改
善に向けた合意をし，その中で「たばこのないオリンピック」を
発表した． 日本では，2020年のオリンピックが東京で開催さ
れることが2013年に決まり，2018年には健康増進法が改正さ
れた． 日本スポーツ協会でも規約を整備するなど，2019年現
在では徐々に受動喫煙防止に対する意識も浸透しつつある．
本調査は2016年1月に実施したものであり，その点においては
現在の認識とは若干のずれがある可能性はあるが， 法律が変
わったからといって個人の認識がすぐに変化するものではない
ので， 現時点（2019年11月）でのずれはそれほど大きくないと
考えられる． 今後は，2020年の4月に改正健康増進法が全面
施行されることで，喫煙者の意識や喫煙行動がどのように変化
していくのかを継続的に検討する必要がある．
　非喫煙者を非喫煙の状態に継続しておくことは非常に重要
である． 敷地内全面禁煙という環境は，入学後の喫煙習慣獲
得を抑制する効果がある（中島ほか, 2008；中島ほか, 2013）と
の報告もあり，時間はかかるのかもしれないが喫煙者を増やさ
ないことにより，今後，望ましい環境が作れるのではないかと
思われる． 今回の調査によって，喫煙歴が全面禁煙の印象に
影響を及ぼしていることが示された． 全面禁煙は非喫煙者の
受動喫煙予防の視点以外にも， 喫煙者のタバコによる健康被
害を防止するための措置として考え，時間や内容両面からの丁
寧な説明，禁煙対策の実施などの対応が重要であることが考
えられた． 禁煙は喫煙者にとって修正が容易でない習慣であ
ることを理解し， 時間をかけて禁煙者を増やす一方で， 非喫
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